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情勢の変動や在院者の質的変化に対応するた  

めの方策といえる。この改善施策の中で注目  

される点の一つは，職業教育の充実，整備に  

力点が置かれていることである。すなわち，  

処遇課程の中に，主として従来の職業訓練課  

程を継承発展させた「職業能力開発課程」   

（Vl）と，従来の生活指導課程（G2及び  

G3）を改編し，改称した「職業能力開発課  

程」（V2）を設けて，少年院の職業教育が  

時代の要請と在院者のニーズに適合するよう，  

その改善を因っている点である。  

さて，この調査は，平成5年4月1日現在  

で行われたため，その内容には，今回の改善  

施策実施以後の実態は含まれていないが，こ  

の報告は，今回の改善施策が目指す方向にも  

留意の上，まとめたつもりである。ここに提  

供する資料が，今後の少年院における職業教  

育実施上の参考として，少しでも役立つこと  

ができれば幸いである。  

1調査の概要  

（1）調査の目的  

この調査は，少年院における職業教育の実  

施状況と仮退院者の就職状況等に関する情報   

はじめに  

本研究は，少年院における効果的な職業教  

育の在り方を探るため，平成4年度から着手  

したもので，初年度は，「職業補導種目の適  

正選択」と出院者の「成行調査の方法」に閲  

し，文献による研究を行い，その結果は，本  

紀要第3号に報告したとおりである。今回の  

報告は，前回の研究報告を参考にして実施し  

た実態調査の結果をまとめたものである。   

少年院の職業補導は，生活指導と共に，矯  

正教育の中核的指導領域の一つとして重要な  

役割を果たしている。少年院出院者の大部分  

は，職業生活に入ることを予定しており，そ  

の職業生活への適応のいかんが彼らの更生の  

成否に影響を及ぼしている実情を考えれば，  

少年院教育の中で職業補導が重視されている  

ことは，至極当然といえる。それだけに，少  

年院では，これまでも，それぞれの時代のす  

う勢に応じた適切な職業教育の在り方を求め  

て，何回となく職業補導を整備充実するため  

の方策が試みられている。   

平成5年9月1日以降実施されている少年  

院の長期処遇改善施策は，近年における社会  
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を収集し，両者の関連を究明することによっ  

て，今後の職業教育の実施に役立つ資料を得  

ることを目的とする。  

（2）調査の対象と内容   

調査は，「職業訓練修了者等調査」，「仮  

退院者調査」，「職業補導・訓練実施状況調  

査」及び「免許・資格・履修証明調査」の4  

種摂を実施した。各調査の対象と内容は，概  

略以下のとおりである。  

（》 職業訓練修了者等調査－A調査   

この調査の対象者は，平成4年中に全国少  

年院から仮退院した少年のうち，職業訓練課  

程（以下「Ⅴ課程」という。）叉は生活指導  

課程（以下「G3課程」という。）を修了し  

た老，1，213人であるが，最終的に整理分析  

の対象とした者は，1，147人である。Ⅴ課程  

修了者のほかG3課程修了者を対象としたの  

は，出院後の職業生活に及ぼす職業補導の影  

響について，職業訓練修了者とその他の職業  

補導修了者とを比較検討する場合の対象群と  

して，最も適する条件を備えているのがG3  

課程修了者であると考えたからである。   

この調査で収集した情報の主な内容は，対  

象者の性別及び年齢等の個人的特性，対象者  

に対する保護観察の状況並びに保護観察中に  

おける対象者の生活状況及び就業状況等である。   

② 仮退院者調査－B調査   

この調査の対象者は，前記A調査における  

対象者と同一である。   

この調査で収集した情報の主な内容は，対  

象者が指導を受けた職業補導叉は職業訓練の  

種目，取得した職業上の免許・資格・履修証  

明の種額等であるが，そのほか，対象者の個  

人坤特性，非行関係，仮退院時の状況等に関  

する情報も含まれている。   

③ 職業補導・訓練実施状況調査－C調査   

この調査の対象施設は，Ⅴ課程叉はG3課  

程を設けている少年院33庁でその中に女子  

施設が9庁含まれている。   

この調査で収集した情報の主な内容は，当  

該施設で実施している職業補導叉は訓練の種  

目名，その施設で取得可能な免許・資格・履  

修証明の種類名称等であるが，そのほか，補  

導・訓練種目別の編入条件の有無及びその内  

容等も含まれている。   

④ 免許・資格・履修証明調査－D調査   

この調査の対象施設は，前記C調査の対象  

少年院33庁のうち，調査内容が該当しない  

女子施設1庁を除く，32庁である。   

この調査で収集した情報の主な内容は，当  

該施設で取得可能な免許・資格・履修証明の  

名称，それら免許等の院内指導による取得可  

能性，取得指導が属する指導領域の別，各取  

得指導への編入条件の有無。内容等である。  

（3）調査の実施   

調査は，あらかじめ作成した4種額の調査  

票A，B，C及びDを，それぞれ調査実施庁  

あてに送付し，各庁の調査実施担当職員がそ  

れぞれ保管文書の記録に基づいて，回答事項  

を調査票に記入する方法で実施された。A調  

査は保護観察所職員の，B，C及びD調査は  

少年院職員の協力を得て行われた。なお，調  

査の実施期日は，各調査とも，平成5年4月  

1日現在である。   

2 調査の結果   

（1）対象者の特性   

① 身上関係  

ア 性別分布   

対象者の性別分布は，男子988人，女子  

159人である。  

イ 年齢別分布   

対象者の年齢別分布は，表1のとおりで，18  

歳以上の年長少年の占める割合が多く，20歳  

以上の者も2割程度含まれている。この年齢  

別構成は，少年院全体のそれよりも年長少年  

の比率が若干高い構成となっているが，これ  

は，出院者を対象としていることの影響である。  

り 学歴別分布   

対象者の学歴別分布は，表2のとおりで，   
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表4 少年鑑別所入所歴  表1対象者の年齢  

入 所 歴   人員   構成比   

0 回   241   21．0％   

1   438   38．2   

2   271   23．6   

3   122   10．6   

4以上   62   5．4   

不 明   13   1．2   

計   1，147   100．0   

年  齢   人員   構成比   

15   4   0．3％   

16   74   6．   

17   212   18．5   

18   287   25．0   

19   323   28．2   

20以上   230   20．1   

不 明   17   1．4   

計   1，147   100．0   

表5 少年院入院歴  

入 院 歴   人員   構成比   

0 回   725   63．2％   

1   359   31．3   

2以上   52   4．5   

不 明   11   1．0   

計   1，147   100．0   

表2 対象者の学歴  

学  歴   人員   構成比   

義務教育未修了   13   1．1％   

中学卒業   738   64．4   

高校在学   18   1．6   

高校中退   341   29．7   

高校卒業   15   1．3   

高専以上進学   13   1．1   

不  明   9   0．8   

計   1，147   100．0   

表6 対象者の少年院種別分布  

種   別   人員   構成比   

初 等   39   3．4％   

中 等   1，058   92．2   

特 別   38   3．3   

不 明   12   1．1   

計   1，147   100．0   

表3 非行名別分布  

非 行 名   人員   構成比   

窃  盗   442   38．5％   

傷害・同致死   126   11．0   

覚せい剤   107   9．3   

毒劇物   104   9．1   

交通事犯   89   7．8   

恐  喝   54   4．7   

強  盗   51   4．4   

強  姦   36   3．1   

そ の他   63   5．5   

ぐ  犯   58   5．1   

不  明   17   1．5   

計   1，147   100．0   

表7 対象者の処遇課程別分布  

処遇課程   人員   構成比   

Ⅴ   101   8．8％   

G3   1，034   90．2   

不 明   12   1．0   

計   1，147   100．0   

中学卒業が最も多く6割以上を占め，高校中  

退がこれに次いで3割近くを占めている。高  

校卒業以上の者の占める比率は極めて小さく，  

最近の同年齢層の一般少年と比較して，対象  

者の学歴水準が低いことを示している。   

② 非行・処分歴等  

ア 非行名別分布   

注1 交通事犯は業過及び道交関係を含む。   

2 強盗には同致死傷及び同強姦を含む。  
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この中で「性格の偏りが著しいため，特に個  

別的，治療的な指導を必要とする者」（Gl  

該当者）及び「限界知（IQおおむね70台），  

幼稚な行動様式等人格の未熟さがあり，統制  

のきかない行動傾向が目立つ者」（G2）を  

除いた者，つまり，生活指導課程対象者のう  

ち，Gl及びG2該当者以外の着である。  

（2）職業補導及び職業訓練の実施状況   

調査対象となった33施設における職業補  

表8職業補導。訓練の指導種目別コース数  

対象者の非行名別分布は，表3のとおりで，  

窃盗，傷害等の粗暴犯関係事犯，覚せい剤等  

の薬物関係事犯，交通関係事犯の順に多く，  

これらの非行だけで全体の4分の3以上を占  

めている。  

イ 少年鑑別所入所回数別分布   

少年鑑別所入所回数別分布は，表4のとお  

りで，対象者の大半が1～2回の入所経験を  

もっている。初回入所者ほ約2割と少ない。  

り 少年院入院回数別分布   

少年院入院回数別分布は，表5のとおりで，  

初回入院者が6割以上と大半を占めている。  

入院前歴のある者の中では1回の者がほとん  

どで，2回以上の者は少ない。これは，対象  

者をⅤ課程とG3課程の修了者に限定したこ  

との影響と思われる。  

エ 少年院の種別分布   

対象者の出身少年院種別分布は，表6のと  

おりで，中等少年院出身者が9割以上を占め  

て最も多く，初等少年院及び特別少年院の出  

院者は，少なく，それぞれ3パーセソト強を  

占めているに過ぎない。ちなみに，初等少年  

院は，「心身に著しい故障のない，14歳以  

上おおむね16歳未満の者」を，中等少年院  

ほ，「心身に著しい故障のない，おおむね  

16歳以上20歳未満の者」を，特別少年院は，  

「心身に著しい故障はないが，犯罪傾向の進  

んだおおむね16歳以上23歳未満の者」を，  

それぞれ収容する施設である。  

オ 処遇課程別分布   

対象者の処遇課程別分布は，表7のとおり  

で，職業訓練課程（Ⅴ）修了者は9パーセソ  

ト弱と少なく，生活指導課程（G3）修了者  

がβ割以上を占めている。ちなみに，Ⅴ課程  

の対象者は，長期処遇対象者のうち，「職業  

能力開発促進法等に定める職業訓練の履修を  

必要とする者」であり，G3課程の対象者は，  

長期処遇対象者のうち，「社会性付与のため  

基本的な生活指導を必要とする者及び改善の  

目標や手段を早期に確立し難い者」で，更に，  

指 導 種 目   指導コース   

木  工   19   

塗  装   1   

建  築   1   

ブロック建築   3   

機  械   3   

金属加工   12   

溶  接   16   

自動車整備   4   

電気工事   7   

電算写植印刷   1   

その他の印刷   3   

事務サービス   5   

情報処理・ワープロ   5   

農・園芸   35   

配  管   1   

畜  産   1   

洋  裁   1   

手工芸   8   

家事サービス・家政・調理   5   

縫工・洗濯   13   

理  容   2   

窯業（含陶芸）   5   

建設機械運転   3   

応接サービス   4   

そ の他   4   

計   162   

注1 種目名は矯正統計年報の分類によって一  

部統合整理してある。   

2 縫工・洗濯には訓練種目の「クリーニソ  

グ」を含む。   
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スであるが，これを施設別にみると，コース  

数1の施設から27の施設まで，多様な分布  

を示している。162コースのうち，職業補導  

種目は127コース，職業訓練種目は，35コー  

スである。指導種目別にコース数の分布を見  

ると，農園芸が最も多く，次いで木工，溶接，  

クリーニソグ・縫工洗濯，金属加工等の順に  

なっており，塗装，建築等のように1コース  

しかない種目もある。   

② 職業補導及び訓練の種目別編入人員   

対象者が少年院在院中に編入されていた職  

業補導及び訓練の種目別人員は，表9のとお  

りである。在院中に複数の種目に編入される  

老もいるので，編入人員の累計は，対象者の  

実人員を超えている。編入人員が最も多いの  

は農園芸で，全体の3分の2近くを占めてい  

る。編入人員は，種目によってバラツキがあ  

り，農園芸，木工，金属加工，溶接，情報処理等  

でほ多く，建築，理容及び配管は少ない。同  

表備考欄の（）内の数字は職業訓練編入人  

員の内数を，単なる数字は女子の内数を示す  

が，女子の占める比率の大きな種目は，情報  

処理，手工芸，家政。調理，洋裁及び事務である。  

（参 職業補導及び訓練の種目別編入人員の  

関連産業別構成  

表10 職業補導・訓練種目別編入人員の関連  

産業別構成  

導及び職業訓練の実施状況は，以下のとおり  

である。   

① 職業補導及び訓練の種目別指導コース  

の数   

対象施設における職業補導及び同訓練の種  

目別指導コースの数は，表8のとおりである。  

対象33施設の指導コース数合計は，162コー  

表9 職業補導及び訓練の種目別編入人員  

職業補導・訓練   種  目  別   

種  目  編入人員  構成比  備考   

農・園芸   713  62．2％  108   

木  工   242  21．1   （17）   

金属加工   160  13．9   （7）   

溶  接   112  9．8   （24）   

情報処理   100  8．7   77   

手工芸   95  8．3   60   

自動車整備   76  6．6   （9）   

家政。調理   63  5．5   63  

建設校械運転   53  4．6   

縫工・洗濯   51  4．4   （7）  

ブロック建築   50  4．4   

撥  械   41  3．6   

洋  裁   35  3．1   35  

窯  業   30  2．6   

電算写植   30  2．6   

畜  産   28  2．4   

事  務   27  2．3   25  

電気工事   19  1．7   （19）  

印  刷   16  1．4   

建  築   10  0．9   （10）  

理  容   9  0．8   

配  管   8  0．7   （8）  

そ の他   2  0．2   

不  明   2  0．2   1  

対象人員計   1，147  

累計人員計   1，973  

産 業 別   編入人員  

人 員   構成比   

農林漁業   741   64．8％   

建 設 業   122   10．6   

製 造 業   780   68．0   

サービス業   199   17．3   

分類不能   129   11．2   

不  明   2   0．2   

累  計   1，973  

対象実人員   1，147  

注1 複数回答による。   

2 備考欄の数字は該当種目の女子受講人員  

を内数で示したもの。   

3 備考欄の（）内の数字は職業訓練生の人員  

を内数で示したもの。  

注1 複数回答による。   

2 分類不能には事務を含む。   
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表11職業補導・訓練種目への掃入条件  表9の職業補導及び訓練の種目別編入人員  

を，日本標準産業分額（申分摂）表に基づき，  

関連産業別の構成にまとめたのが表10であ  

る。これによれば，製造業と農林漁業関連の  

種目への編入が他業種への編入に比して圧倒  

的に多いことが分かる。   

④ 職業補導及び訓練への編入条件   

職業補導及び訓練の各種目に対象者を編入  

する際に，その種目に必要と考えられる種々  

の条件をつけ，原則としてその条件の該当者  

を編入させている。これは，指導の効果を上  

げるため，各指導種目にふさわしい対象者を  

選定するための方法である。表11は，編入  

条件として検討される内容別に，それらの条  

件がどの程度考慮されているのか，その状況  

を示したものである。この裏によれば，比較  

的多くの種目が編入条件として挙げているの  

は，「処遇段階」，「本人の希望の有無」，「本  

履修証明の取得可能な  表12 職業上の免許・資格  

種類と取得方法  

種  額   取得可能な方法  

院内指導  院外受験  出院後受♪   

建  築   2   

アーク溶接   13   10   

ガス溶接   11   13   

自動車整備   2   1   

電気工事   3   2  

珠  算   6   

簿  記   
1   

パソコソ   1   

理  容   1   

危険物取扱者   5   18  

配  管   1   

ワープロ   7   5  

大型特殊   1   2  

事柄系建設機械   3   

小型車繭糸建設株械   9   8  

販  売  2   1  

そ の他  1   2   

注 数字は回答した施設の数   
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人の意欲」及び「身体状況」である。処遇段  

階は，対象少年の改善度や収容残期間と密接  

な関連を持つ条件であるから，保安上の観点  

や指導可能期間の観点から，指導種目によっ  

ては，編入条件として重視せざるを得ないで  

あろう。  

（3）免許・資格・履修証明の取得指導   

少年院では，在院老の職業能力の向上をめ  

ざし，その出院後の就職に資するため，職業  

教育の一環として，在院者に職業上の免許・  

資格・履修証明を取得させる指導（以下「取  

得指導」という。）を実施している。以下は，  

対象施設におけるその実施状況である。   

① 取得可能な免許。資格・履修証明の種  

額とその取得方法   

表12は，対象施設が在院者に取得させる  

ことが可能と回答した免許等の種頸とその取   

表1芦 免許・資格・履修証明取得指導実施  

状況  

得方法を示したものである。この表によれば，  

取得可能と回答した施設が多い種目は，ガス  

溶接，アーク溶接，危険物取扱者，小型車繭  

糸建設機械特別教育及びワープロである。数  

は少ないが，従来はなかった「販売士」のよ  

うな新しい職業資格種目が挙げられているこ  

とが注目される。また，取得可能な方法とし  

ては，院内指導による方法と院外受験の方法  

が多く，対象者の在院中に取得が可能である  

ことを示している。取得方法は免許等の種摂  

によって異なり，院内指導のみで取得可能な  

もの，院外受験で取得可能なもの，この両方  

のいずれでも取得可能なもの及び出院後の受  

験によって取得可能なものと多様である。   

② 免許等取得指導の実施状況   

取得指導の種目別に，それぞれを実施して  

いる対象施設の数を示したのが表13である。  

これによれば，多くの施設で実施している種  

目は，危険物取扱者，アーク溶接，ワープロ，  

ガス溶接，珠算，小型車輌系建設機械特別教  

表14 免許等取得指導への編入条件  

免許・資格・履修証明  

取得指導の種目  

建  築  

アーク溶接  

ガス溶接  

自動車整備  

電気工事  

珠  算  
簿  記  

パソコソ  

理  容  

危険物取扱者  

配  管  

ワープロ  

大型特殊  

車輌系建設機械  

同上小型建設梯械  

販売士  

クレーソ運転  

フォークリフト  

そ の他  

2
 
1
 
l
 
2
 
 
 
 
 
2
 
l
 
2
 
3
 
8
 
5
 
7
 
6
 
2
 
1
 
1
 
6
 
1
 
0
 
4
 
4
 
1
 
2
 
2
 
2
 
2
 
 

注 指導コースの合計は159である。   
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育等であることが分かる。また，多様にわた  

る各種目の中には，建築，溶接，自動車整備  

等のように，一定の業種への就職に役立つ種  

目もあれば，殊算，パソコソ，ワープロのよ  

うに，どの業種への就職にも役立つ種目もある。  

（卦 取得指導種目への編入条件   

免許等の取得指導種目への編入時における  

編入条件の有無及びその条件内容を示したの  

が表14である。これによれば，編入条件の  

内容は多様であるが，その多くについては，  

「条件なし」の比率が高く，取得指導におい  

ては，なるべく編入制限をせず，多くの在院  

者に何らかの免許等を取得させようとする施  

設側の配慮がうかがえる。しかし，「処遇段  

階」，「本人の希望」及び「本人の意欲」の  

3条件については，「条件なし」の比率がや  

や低くなっている。 「処遇段階」が編入条件  

として比較的重視されている理由については，  

前述した職業補導及び職業訓練種目への編入  

条件の場合とほぼ同じと考えられる。また，  

「本人の希望」や「本人の意欲」が重視され  

ているのは，これらの条件を欠く者には取得  

表15 免許・資格・履修証明取得指導実施領域  

指導の成果が期待できないからであろう。基  

本的には，多数の在院者に職業上の免許等を  

取得する機会を提供することは望ましいが，  

必要最小限度の編入制限は，その制限が適正  

であれば，一定の指導効果を確保する上で，  

止むを得ないことと思われる。   

④ 取得指導とその実施指導領域   

取得指導は，職業上の免許。資格・履修証  

明の取得を目的とする指導であるから，職業  

教育の一環として実施されているものと思い  

がちであるが，実際には，職業教育以外の指  

導領域でも実施されている。その状況を示し  

たのが表15である。これによれば，さすが  

に，職業補導叉は職業訓練の一環として実施  

されているコースが多い。しかし，中には，  

教科教育，生活指導及び特別活動の一環とし  

て実施されているものもある。   

⑤ 免許。資格。履修証明の取得率   

表16は，対象者の免許等の取得状況を示  

したものである。取得者は，902人で，8割  

近くを占めている。在院者の資質上の特性等  

を考慮すれば，この数字は，なるべく多くの  

在院者に，職業上の免許等を取得させようと  

する少年院の職業教育における意図がほぼ達  

成されていることを示すものと考えてよいの  

ではなかろうか。また，不取得者も2割強を  

占めているが，この中には，出院後の進路の  

関係で，免許等の取得を必要としない者や取  

得を希望しない老も含まれていることから，  

不取得者のすべてが取得指導の失敗事例とい  

うわけでほない。   

⑥ 指導種目別免許等の取得人員   

表17は，対象者が取得した免許等の種目  

別の人員を示したものである。1人の対象者  

が複数種目の免許等を取得している場合もあ  

るので，取得人員の累計ほ，実人員よりも多  

くなっている。種目別に見て，取得者が多い  

のは，ガス溶接を筆頭に，危険物取扱者，殊算，  

アーク溶接，ワープロ，小型車繭糸建設機械特  

別教育，大型特殊等となっている。取得人員   

実 施 領 域   コース数   

職業 職業指導  67  

補導 職業訓練  52   

教  科  教  育   15   

生  活  指  導   13   

特  別  活  動   5   

そ  の  他   13   

不  明   2   

計   167   

表16 免許・資格・履修証明の取得状況  

取得状況   人員   構成比   

な し   244   21．3％   

あ り   902   78．6   

不 明   1   0．1   

計   1，147   100．0  
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の分布で目立つことは，取得人員が300人を  

超えるガス溶接，危険物取扱者及び殊算のよ  

うな種目がある一方で，他方では，わずか数  

人程度の電気工事，自動車整備，理容，パソコ  

ソ及び販売士のような種目もある点である。  

この差違ほ，取得の難易度，指導設備，指導コー  

ス数等の条件によって生じたものと思われる。   

⑦ 免許等取得者の関連産業別分布   

表18は，免許等の取得種目を関連する産  

業別に分類し，その取得者の分布を示したも  

のである。これによれば，製造業関係種目の  

免許等取得者が最も多く，878人で取得者の  

97．3パーセソトを占めている。次いで，建  

設業関係種目の免許等取得が多く，取得者の  

4分の1強を占めている。卸小売。飲食業関  

係及びサービス業関係種目の免許等取得者は  

極めて少ない。その他には，珠算，簿記，ワー  

プロなど，産業別分類の困難な種目が含まれ  

ているが，これらの取得者は，取得者全体の  

過半数を占めている。なお，産業別分額の構  

成比の合計が100パーセソトを超えているが，  

これほ，1人で複数種目の免許等を取得して  

いる場合があることによる。  

（4）仮退院時の対象者の状況  

（D 仮退院時に残されていた問題点   

仮退院は，在院者の問題点がすべて解決さ  

れた後に行われる措置ではなく，少年院で在  

院者の主要な問題点が解決されていれば，そ  

の他の問題点が多少残っていても，その解決  

は少年院教育から保護観察に引き継ぐ形で，  

運用されている。表19は，残されていた問  

題点の内容別に，その有無を示したものであ  

る。これによれば，問題点のある者の割合は，「無  

職徒遊生活」及び「保護環境上の不安」に多  

く，共に対象者の半数を超えている。その他，  

「薬物の濫用」，「職場における人間関係の不  

安」及び「暴力団との接触」もそれぞれ，対  

象者の3分の1強，4分の1，5分の1強を  

占めている。これらの問題点は，いずれも対  

象者の出院後の職業生活に直接的あるいは間   

表17 職業上の免許・資格・履修証明の種目  

別取得人員  

免 許・資 格 等 の   

取 得 種 目  取得人員  構成比  備考   

ガス溶接   346  38．4％   

危険物取扱者   333  36．9   

珠  算   118  

アーク溶接   192  21．3   

ワープロ   67  

小型車柄系建設機械   82  9．1   3  

大型特殊   79  8．8   

事柄系建設機械   56  6．2   
簿  記   17                  17  1．9   

フォークリフト   13  1．4   

クレーソ   10  1．1   

電気工事   7  0．8   

自動車整備   6  0．7   

理  容   6  0．7   

パソコソ   2  0．2   

販売士   2  0．2   

そ の他   15  1．7   

取得実人員   902  

取得累計人員   1，596  

注1 複数回答による。   

2 構成比は取得美人貞を分母とした数字   

3 備考欄の数字ほ該当種目の女子取得人員  

を内数で示す。   

表18 免許・資格・履修証明取得人員の関連  

産業別分布  

関連産業   人員   構成比   

建 設 業   240   26．6％   

製 造 業   878   97．3   

卸小売飲食   2   0．2   

サービス業   12   1．3   

乍 の 他   464   51．4   

計   1，596  

取得実人員   902  

往 復数回答による。  
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表19 仮退院時に残されていた問題点  接的に大きな影響を及ぼすおそれがあるもの  

だけに，対象者のかなりの部分がこのような  

問題点を残して仮退院していることは，注目  

を要するところである。   

② 対象者の帰任引受人   

表20は，仮退院時における対象者の帰任引  

受人を示したものである。実父母の双方叉ほ  

片方が引受人となっているケースが8割以上  

を占めており，この限りでは問題はなさそう  

である。しかし，前述したように，「保護環境  

上の不安」を仮退院時の残された問題点とし  

て持つ者が5割以上を占めている事実と照合  

してみると，帰任引受人としての実父母の保  

護監督能力について検討してみる必要があろう。   

③ 対象者の就職予定   

表21は，仮退院時における対象者の就職  

の有無を示したものである。これによると，  

就職予定のあった者は，3分の2近くを占め，  

なかった者は，3分の1強を占めている。就  

職予定なしの者の中には，就職を進路予定と  

しない者も若干含まれているが，それにして  

も，少なからぬ者が就職予定のないままに社  

会復帰している事実には注意を要する。表  

21－2は，就職予定の内訳を産業別に示した  

ものである。最も多い予定業種は，建設業関  

係で，就職予定者の3分の1強を占めている。  

次いで，製造業関係が多く，17パーセソト  

強を占め，この両業種だけで，就職予定者の  

過半数を占める。補導種目別人員では6割を  

超える農林漁業関係に就職予定の者は，わず  

か1パーセソト強を占めるに過ぎない。  

（5）保護観察の状況  

（D 分額処遇   

保護観察においても，矯正処遇と同様に，  

その処遇効果を高めるために，対象者の分類  

処遇を行っている。  

ア A・B分類   

分摂は，保護観察処遇の難易を基準として  

行われ，A，Bの2類型が設けられている。  

A分類の対象は，「問題が多く，処遇困難が   

仮退院時に残されて  り  

いた問題点   不明   人員  構成比   

暴力団との接触   255  22．2％  6   

薬物の濫用   415  36．2   5   

無職徒遊生活   601  52．4   8   

保護環境上の不安   581  50．7   7   

職場人間関係の不安  295  25．7   7   

そ の 他   93  8．1   10   

表20 帰任引受人  

引 受 人   人員   構成比   

実父・実母   937   81．7％   

義  父   29   2．5   

義  母   4   0．3   

雇  主   23   2．0   

保 護 会   78   6．8   

他の親族   52   4．5   

そ の 他   14   1．2   

不  明   10   1．0   

計   1，147   100．0   

表21仮退院時の就職予定  

就職予定   人員   構成比   

な し   405   35．3％   

あ り   735   64．1   

不 明   7   0．6   

計   1，147   100．0   

表2ト2 就職予定の内訳  

産業別予定   人員   構成比   

農林漁業   8   1．1％   

建設業   264   35．9   

製、遺業   127   17．3   

運輸通信   69   9．4   

卸小売飲食   54   7．3   

サービス業   77   10．5   

そ の他   136   18．5   

計   735   100．0  
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表22 保護観察における対象者のA・B分類  ついて，その炉型別処遇の状況を示したのが  

表23である。複数の問題額塾に該当する対  

象者がいるので，炉型別処遇に計上されてい  

る人員の合計ほ，対象者の実人員を上回って  

いる。これによると，問題類型の「シソナー」  

に編入された者が最も多く，4割を超えてい  

る。次いで「暴走族」の13．4パーセソトを  

筆頭に，「覚せい剤」，「暴力組織」，「無職  

等」の順になっている。類型別処遇の非該当  

老は，2割にも充たず，対象者の大部分が摂  

塾別処遇の対象となっていることが分かる。   

② 対象者の保護観察中の生活状況  

ア 居住状況   

表24は，保護観察中の対象者の居住状況  

を示したものである。家族との同居者が最も  

多く，3分の2以上を占めている。職場住込  

の者は，6．7パーセソトと少ないが，家族と  

の同居者と職場住込の者は，共に保護者や職  

場の雇主，上司等の監督指導下にある者とす  

れば，全体の4分の3近くの者は，何らかの  

形で成人による行動統制の作用しやすい環境  

に居住していると推定できる。「その他」の  

居住状況にある者は，4分に1近くを占めて  

いるが，これには多様な居住形態が混在して  

いるものの，概して「家族との同居」や「職  

場住込」の形態と比較して，成人による対象  

者への行動規制が及びにくい居住形態ではな  

いか，と推測される。  

イ 不良交友の状況   

対象者の保護観察中における不良交友の状  

分  類  A   B  不 明  計   

人  員  339  765   43  1，147   

％   29．6  66．7  3．7  100．0   

予想される者」とし，A以外の者は，Bに分  

類される。そして，A分類の対象者には，保  

護観察官による処遇が積極的に行われること  

になっている。対象者をA・B分類別に示し  

たのが表22である。これによると，処遇困  

難なAに分顕された対象者は，ほぼ3割を占  

めている。  

イ 類型別処遇   

保護観察では，矯正処遇と同様に，対象者  

の持つ問題額塑に対応する類型別処遇を行い，  

処遇の個別化の推進を因っている。対象者に  

表23 保護観察における類型別処遇  

炉型別処遇   人員   構成比   

シソナー   580   40．8％   

覚せい剤   146   10．3   

暴力組織   123   8．6   

性  犯   39   2．7   

無職等   65   4．6   

家庭内暴力   14   1．0   

校内暴力   2   0．1   

暴走族   191   13．4   

非該当   263   18．5   

計   1，423   100．0   

往 復数回答による。  

表24 保護観察中の対象少年の居住状況  

居住状況  家族と同居  職場住込  その他  不明  計   

人  員   777   78   279  13  1，147   

％   67．7   6．8  24．3  1．2  100．0   

表25 対象少年の保護領察中の不良交友  

接触状況  多い  たまに  全くない  不明  計   

人  員  236  272   532  107  1，147   

％  20．6  23．7  46．4  9．3  100．0  
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表26 対象少年の保護観察中の生活態度  する社会統制作用が及びにくいことなどの理  

由から，更生の磯会は少なく，再非行の危険  

性が大きいからである。それだけに，少年院  

出院者の職業生活の成否は，少年院における  

職業教育の成否にとどまらず，少年院教育全  

体の成否にもかかわる重大な問題である。  

（D 就職率   

表27は，対象者の仮退院後の就職率を示  

したもので，これによれば，仮退院後に就職  

したことのある者は，8割以上を占めている。  

対象者の資質特性，少年院出院者に対する社  

会的偏見の存在あるいは仮退院時に就職予定  

のなかった老が35パーセント以上もいたな  

ど，対象者の就職にとって不利な諸条件を考  

え合わせてみると，この数字は，かなり高率  

なものと考えることができる。不就職者は2  

割弱であるが，不就職の理由ほ多様である。  

それらの理由を，「問題のある理由」と「そ  

うでない理由」に分けて示したのが表27－  

2である。「問題のある理由」とは，「就職の  

意思がない」，「再非行」及び「所在不明」  

を不就職の理由としているもので，「そうで  

ない理由」とは，「病気」，「けが」，「家庭  

の事情」等を不就職の理由としているもので  

ある。不就職の過半数が「問題のある理由」  

による不就職であることほ，注目すべき点で  

あろう。なお，問題性の有無が不明な者は3  

割近くとかなりいるが，その不就職理由の内  

容が気にかかるところである。   

② 仮退院後最初の就職  

ア 就職業種   

表28は，就職経験者931人について，最  

初の就職の業種別分布を示したものである。  

最も多いのは建築関係で全体の3分の1強を  

占めており，次いで工員が多く，4分の1弱  

を占めている。その他では，販売店員，運輸  

関係及び接客業が比較的多い。  

イ 離職状況   

表29は，就職経験者が調査時点で最初の  

就職を継続しているか否かを示したものであ   

生活態度  良好  ．普通  不良  不明  計   

人  員  376  494  231  46  1，147   

％   32．8  43．1  20．1  4．0  100．0   

表27 対象少年の仮退院彼の就職状況  

就職状況  就 職  不就職  不 明  計   

人   員  931  215   1  1，147   

％   81．2  18．7  0．1  100．0   

表27－2 不就職理由の問題牲  

問 題 性  あ り  な し  不 明  計   

人  員  115   37   63  215   

％   53．5  17．2  29．3  100．0   

況を示したのが表25である。これによると，  

その頻度ほ別として，「不良交友」のある者  

は，44．3パーセソトと，保護観察中の身で  

あることを考えれば，軽視しがたい数字を示  

している。他の調査事項と比較して，不明者  

の割合が多いのは，不良交友の実態を把握す  

ることの困難さを示すものであろう。  

り 生活態度の良否   

表26は，対象少年の保護観察中の生活態  

度について，その良否を示したものである。  

「良好」と判定された者は，ほぼ3分の1近  

くを占めており，「普通」と判定された老と  

合わせれば，4分の3強を占めることになる。  

「不良」と判定された者は，約2割である。  

（6）仮退院後の就職状況   

少年院在院者は，一部の進学。復学予定者  

等，特別な理由のある老を除き，出院後，社  

会生活に適応していく上で，まず何よりも重  

要なことほ，安定した職業生活に入ることで  

ある。どうしても安定した職業につけなかっ  

たり，就労意欲を欠くため，無職徒遊の生活  

を送ることになる少年には，生活上の種々の  

欲求を充たすために必要な合法的な収入が不  

足しがちであること，徒遊中に犯罪者や非行  

少年と接触する機会が多く，その誘惑を制止  
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表28 初回就職時の業種別構成  離転職が一般的傾向（注1）となりつつある  

最近の動きもあるので，離職者即失敗事例と  

することは危険である。  

り 就職業種の産業別構成   

表30は，表28の業種別人員を関連産業別  

にまとめて示したものである。衰28の構成  

と異なる点は，「接客業」，「調理」及び「理  

容関係」が「サービス業」に一本化され，「事  

務関係」と「その他」が「分類不能」にまと  

められている点だけである。この構成で特徴  

的なことは，一般青少年の産業別就職構成と  

異なり，電気。ガス。熱供給。水道関係，金  

融保険関係，不動産関係及び公務関係の就職  

者が皆無という点である。  

エ 就職業種と就職予定業種との関係   

表31は，対象者が最初に就職した業種が  

仮退院時の就職予定業種と一致しているか否  

かを示したものである。これによれば，不一  

致の者が過半数を占めており，対象者の最初  

の就職が必ずしも予定どおりの就職ではなかっ  

たことが明かである。  

オ 就職の形態   

表32は，最初の就職が安定的な定職か不安  

表31最初の就職業種と就職予定業種との  

関係  

就職  就  職  者  

業種  人員   構成比   

建築関係   349   37．5％   

工  員   224   24．1   

販売店貞   85   9．1   

運輸関係   62   6．7   

接客業   58   6．2   

調  理   34   3．7   

事務関係   18   1．9   

理容関係   11   1．2   

農林漁業   5   0．5   

そ の他   78   8．4   

不  明   7   0．7   

計   931   100．0   

表29 最初の就職先からの離職状況  

離  職   就  職  者  

人員   構成比   

あ り   464   49．8％   

な し   460   49．4   

不 明   7   0．8   

計   931   100．0   

表30 最初の就職業種の産業別構成  

職  種   人員   構成比   

農林漁業   5   0．5％   

建設業   349   37．5   

製造業   224   24．1   

運輸通信   62   6．7   

卸小売飲食   85   9．1   

サービス業   103   11．1   

分類不能   96   10．3   

無回答   7   0．7   

計   931   100．0   

関  係   就  職  者  

人員   構成比   

一 致   440   48．2％   

不一致   473   51．8   

計   913   100．0   

注 不明を除く。  

表32 最初の就職の形態  

就職   就  職  者  

形態  人員   構成比   

定 職   596   64．0％   

暫定職   314   33．7   

不 明   21   2．3   

計   931   100．0  

る。これによれば，離職した者としていない  

者の割合は，ほぼ半々ということになる。安  

定した職業生活が望ましいという観点からみ  

れば，離職者が約半数という現象は気になる  

ことであるが，より良い条件の職業を求める  
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表33 最初の職業への就職の難易  かを示したものである。困難であった者ほ，  

5パーセソト強と意外に少なく，容易であっ  

た者ほ過半数を占めている。普通であった者  

と容易であった者を合わせると9割以上に達  

する。就職の難易は，通常，景気動向や就職し  

ようとする職種によって異なるから，一概に  

はいえないが，対象者の場合，出院後最初の就  

職は，それほど困難ではなかったようである。  

キ 取得免許等の就職への影響   

就職の難易は，景気動向や職種以外の諸条  

件の影響を受けることもある。職業上の免許・  

資格・履修証明の有無，職業教育の影響，就  

職の紹介者等も，諸条件の一部と考えられる。  

表34は，少年院で取得した免許等が就職に  

際して有利に作用したか否か，その影響を示  

したものである。これによると，「有利」で  

あった者は，「無関係」であった者の半数以  

下となっており，折角，少年院で取得した免  

許等が就職に際してあまり活用ざれていない  

状況を示している。その理由は，いろいろ考  

えられるが，その一部として，取得した免許  

等が有利に作用する関連業種への就職が困難  

であったのではないか，ということもあるし，  

また，対象者が取得した免許等を積極的に活  

用しようと努力しなかったのではないか，と  

いうこともあり得る。   

ク 職業補導・訓練の就職への影響   

表35は，少年院の職業補導や職業訓練が就  

職に際して有利に作用したか否か，その影響  

を示したものである。この場合も，「有利」であっ  

た者は，就職者の4分の1弱と少なく，3分の  

2近い老が「無関係」となっている。この場  

合も，取得免許等の影響と同様，指導を受けた  

職業種目と就職業種との関連が薄かったので  

はないか，ということが，職業補導等の，就職  

への影響力の低さの理由として考えられる。  

ケ 就職の紹介者   

衰36は，最初の就職の際の紹介者を示し  

たものである。これによると，紹介者には，  

親戚，知人等の場合が多く，保護司や公共職   

難 易   人員   構成比   

容 易   490   52．6％   

ふつう   354   38．0   

困 難   50   5．4   

不 明   37   4．0   

計   931   100．0   

表34 取得免許等の就職への影響  

影  響   人員   構成比   

有  利   210   22．6％   

無関係   475   51．0   

免許資格なし   202   21．7   

不申告   25   2．7   

無回答   19   2．0   

計   931   100．0   

表35 職業補導・訓練の就職への影響  

就職への影響   人員   構成比   

有  利   232   24．9％   

無関係   603   64．8   

雇主に不申告   32   3．4   

無回答   64   6．9   

計   931   100．0   

表36 最初の就職の紹介者  

紹 介 者   人員   構成比   

保護司・職安等   115   12．4％   

親  額   365   39．2   

知人等   249   26．7   

広告・雑誌   93   10．0   

そ の他   33   3．5   

不  明   76   8．2   

計   931   100．0   

定な暫定職であるかを示したものである。暫  

定的な就職者が3分の1近くを占めており，やゝ  

流動性の高い不安定な就業構成といえよう。  

カ 就職の難易   

表33は，最初の就職が容易であたっか否  
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表37 初回就職時の月収分布  も多く，16万～20万円の者がこれに次いで  

いる。そのほか，10万円以下の低収入の者  

は20パーセソト，21万円以上の高収入の者  

は14パーセソト近くを占めている。参考ま  

でに，一般勤労少年の月収平均を労働省のあ  

る統計調査結果（注2）でみると，従業員数  

99人以下の民間小企業で働く18～19歳の勤  

労少年の所定内給与月額は，平均，男子で15  

万5千円，女子で13万3，800円となっている。  

サ 勤務先での対象者の評価   

表38は，勤務先での対象者の評価を示し  

たものである。「ふつう」が6割近くを占め  

て最も多く，「良い」は17パーセソト弱，  

「悪い」は8パーセソト強となっている。「ふ  

つう」と「良い」を合わせると，8割近くを  

占め，「不明」が15パーセソト強を占めてい  

るものの，勤務先での対象者に対する評価は，  

比較的良好と考えてよいのではなかろうか。  

シ 離職者の再就職状況   

表39は，初回就職先を離職した者の再就  

職の状況を示したものである。再就職者は6  

割強を占めている。離職者の3分の1強を占  

める不就職者165名について，不就職の理由  

をみると，「再就職の意思なし」35人，「再  

非行のため」40人，「所在不明」35人となっ  

ており，不就労者の3分の2以上に問題が認  

められる。その他の不就労者については，「け  

が・病気」，「家庭の事情」等，一応止むを  

得ない不就労事情が認められるので，不就労  

自体を問題とする必要はないように思われる。   

③ 職場への定着状況   

表40は，対象者の職場への定着状況を示  

したものである。初回定着老は，初回の就職  

先に調査時点まで継続して就労している者で，  

対象者全体の4割強を占めて，最も多い。最  

終定着者は，転職はしたが調査時点で就労し  

ている者で2割弱を占めている。この両者を  

就労定着者とすれば，定着老の割合は6割弱  

となる。不就職者は，出院後就職経験のない  

着で，やはり2割弱を占めている。最終無職   

月  収  人員   構成比   

10万円以下   150   20．0％   

11～15万円   269   36．0   

16～20万円   226   30．2   

21万円以上   103   13．8   

計   748   100．0   

注 不明を除く。  

表38 勤務先での対象少年の評価  

評  判   人員   構成比   

良  い   157   16．9％   

ふ つ う   555   59．6   

悪  い   75   8．1   

不  明   144   15．4   

計   931   100．0   

表39 再就職の有無  

再 就 職   人員   構成比   

な し   165   35．6％   

あ り   289   62．3   

無回答   10   2．1   

計   464   100．0   

表40 職場への定着状況  

定着状況   人員   構成比   

初回定着   460   40．1％   

最終定着   218   19．0   

不就職   215   18．7   

最終無職   229   20．0   

不  明   25   2．2   

計   1，147   100．0   

業安定所等がこれらに次ぎ，広告・雑誌等は  

少なく，出院後最初の就職には，対象者を取  

り巻く周囲の成人がかなりの協力援助をして  

いる様子がうかがわれる。  

コ 月収   

表37は，対象者の初回就職時の月収分布  

を示すものである。11万～15万円の者が最  
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者は，就職経験があり，その後転職し，調査  

時点で不就労中の着で，約2割を占めている。  

少年院の職業教育は，在院老が出院後安定し  

た職業生活に入ることを目ざして実施されて  

いるので，職業生活に定着している者は，職  

業教育上，一応「成行良好」と判定し，不就  

職叉ほ最終無職の者は，「成行不良」と判定  

することができよう。この観点からみると，  

表40の結果は，成行良好者6割，同不良者  

4割ということになる。   

3 調査結果の整理   

（1）職業補導及び訓練修了者の成行   

少年院出院者の成行といえば，通常は，対  

象者の出院後の再非行の有無，再入院の有無  

等を指標として，少年院教育全般の成否を判  

定するが，この研究では，少年院教育全般で  

はなく，少年院における職業教育に焦点をし  

ぼって，その対象者の成行を究明することを  

目的としている。したがって，ここでほ，対  

象者の成行を判定するため，職業教育の成果  

を示す若干の指標を用いることとする。指標  

として用いるのは，職業上の免許・資格・履  

修証明の取得の有無，出院後の就職の有無，  

少年院における指導種目と就職業種の関連度  

及び就職先職場への定着状況の4種である。  

以下，各指標を用いて，対象者の職業生活に  

焦点をしぼった成行を見ていくことにする。  

（∋ 職業上の免許等の取得状況   

免許等については，対象者の大部分が少年  

院在院中に取得しているから，出院後の成行  

を示す指標とはいえないが，それが少年院に  

おける職業教育の成果を示す一つの指標であ  

ることは明白である。  

ア 取得率   

前出の表16によれば，免許等の取得者は，  

902人で，対象者の78．6パーセソトを占め  

ていた。8割近い取得率である。対象者の資  

質特性や平均1年以下の短い指導期間を考慮  

すれば，これは，かなり高い取得率といえる  

のではなかろうか。  

イ 取得種目   

前出の表17によれば，免許。資格等の取  

得種目の範囲は，10数種額以上と多岐にわ  

たっているが，比較的多数の者が取得してい  

る種目は，8種摂である。この中で，「殊算」  

と「ワープロ」の2種目を除けば，他の6種  

摂ほ，いずれも，特定の職種への就職を前提  

とした専門的種目である。「殊算」や「ワー  

プロ」の取得者にほ，女子が比較的多く含ま  

れており，専門的種目の取得者には，女子は  

わずかしか含まれていない。  

り 関連産業別取得種目   

前出の表18によれば，免許等取得者のほ  

ぼ全員が，製造業関係の種目を取得しており，  

4分の1近くの者が建設業関係の種目を取得  

している。特定職種への就職を前提とする専  

門的種目では，製造業関係と建設業関係の種  

目に集中しているといってよい。「その他」の  

種目の構成比は，過半数を占めているが，こ  

れは，産業別分額が困難な，殊算，簿記，ワー  

プロなどで，特定職種への就職を前提と  

しない，いわば一般的種目に属するものである。   

② 就職の状況   

少年院の職業教育は，在院老の出院後の安  

定した職業生活の実現を目ざすものであるか  

ら，出院後の就職状況もまた職業教育の成否  

を示す一つの指標といえよう。  

ア 就職率   

前出の表27によれば，対象者の就職率は，  

81．2パーセソトである。ちなみに，職業教  

育に重点をおく専修学校卒業生の場合，就職  

率は96．3パーセソトと報告（注3）されて  

いる。これと比較すれば，対象者の数字はやゝ  

低いが，対象者には，職業上不利に作用する  

資質上の問題や社会的偏見等の諸条件がまつ  

わりついていることなどを考慮すれば，8割  

以上の就職率は高いとも考えられる。なお，  

就職率を性別にみると，男子82．4パーセソト，  

女子69．2パーセソトで，女子の方が就職率   
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表42 産業分野別職業補導・訓練人員、免許  

等取得人員及び就職人員の構成比  

表41初回就職業種と性別分布  

業  種   性  別  

男   女   計   

農林漁業   5人   0人   5人   

工  員  216   8   224   

販売店貞   59   26   85   

接客業   24   34   58   

調  理   30   4   34   

建築関係  343   6   349   

運輸関係   62   0   62   

理・美容   4   7   11   

事務関係   6   12   18   

そ の他   65   13   78   

計   814   110   924   

産業分野  指導種目  免許等種  就職業種   

農林漁業   64．6％   0．6％   

建設業   26．6％      10．7   37．5   

製造業   65．0  24．1   

卸小売飲食  0．2   15．3   

17．3   1．4   11．4   

そ の他   11．3  51．4   10．3   

不  明   0．2  0．8   

合計人員  1，147人  902人  931人   

注1 指導種目別人員及び免許等取得人員は複  

数回答集計のため構成比は100％を超える。   

2 産業別分野の「その他」には事務、情報  
処理、珠算、ワープロ、簿記、パソコソな  

どを含む。  

表42は，対象者について，少年院で指導  

を受けた職業補導及び同訓練の種目別（前出  

の表9参照），取得した免許等の種額別（前  

出の表17参照）並びに就職業種別（前出の  

表28参照）の構成人員の比率を，日本標準  

産業分類（申分頼）表に基づいて，産業別に  

まとめ，比較したものである。職業補導・訓  

練における指導種目と就職業種との関連をみ  

ると指導種目における産業別構成比と就職業  

種におけるそれとが，大幅な食い違いを示し  

ていることが分かる。農耕関係の場合は別と  

しても，製造業関係では，指導を受けたもの  

が多い割に就職者が少なく，逆に，建設業関  

係や卸小売・飲食業関係は，指導を受けた老  

が少ない割に就職者が多くなっている。指導  

種目の受講者の数字は，1人の対象者が在院  

中に複数種目の指導を受けることがあるので，  

複数回答による数字で，実人員の約7割増と  

なっている事情を考慮したとしても，指導種  

目と就職業種との間には，対象者の産業別構  

成比に関するズレが認められる。つまり，指  

導種目と関連のない業種に就職している対象  

者が多いことを示している。   

ちなみに，専修学校卒業生を対象とするあ   

注 不明を除く。   

は低くなっている。  

イ 就職業種  

・対象者の初回就職の業種別構成を，前出の  

表28によって見ると，建築関係や，工員へ  

の就職が他の業種への就職者に比べて多いこ  

とが分かる。表41は，性別と就職業種との  

関係を示したものである。これによれば，男  

子でほ建築関係や工員が，女子では接客業関  

係や販売店員が多いことが分かる。   

③ 指導種目と就職業種との関連   

職業教育の成果を示す指標の一つとして，  

指導種目と就職業種との関連がある。対象者  

が指導を受けた種目に関連のある業種に就職  

したとすれば，指導が就職に役立ったとも考  

えられるし，指導事項が対象者の職業生活の  

中で活用される可能性も高いからである。もっ  

とも，少年院における職業教育の場合，職業  

訓練では，指導種目に関連のある業種に就職  

させることを目的としているが，職業補導の  

場合は，農耕等の例で明らかなように，必ず  

しも指導種目に関連のある業種に就職させる  

ことを目的としていない指導種目もあること  

に注意する必要がある。  

ア 職業補導。訓練種目と就職業種との  

関連  
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る調査結果（注4）によれば，専攻種目と関  

連のある職種への就職者の比率は，専攻種目  

によって異なるが，大体52パーセソトから  

74パーセソトの間に分布しており，専修学  

校卒業生であっても，それほど高率ではない  

ことが分かる。比較的関連職種への就職率が  

低い種目は，「情報処理」，「経理・簿記」，  

「建築」及び「洋裁」である。  

イ 免許等の取得種目と就職業種との関  

連   

表42によって，免許等の取得種目と就職  

業種との関連をみると，取得者が多い割に就  

職者が少ない産業分野は，製造業と「その他」  

であり，逆に，取得者が少ない割に，就職者  

が多い産業分野は，建設業，卸小売・飲食業  

及びサービス業である。なお，産業の種別に  

よっては，免許・資格・履修証明を取得したく  

ても，そのような制度がなくて取得できない  

場合やあってもその種額が少ない場合もある  

ので，一概の比較は困難であるが，折角，免許  

等を取得しても，それを職業生活で活用して  

いない老が少なからずいることは明らかである。  

（卦 就職先への定着状況   

就職先への定着状況は，職業教育の成果を  

判定するための幾つかの指標の中でも，有効  

性の高いものである。この指標は，就職業種  

にこだわらず，とにかく職業生活の継続を重  

視するもので，ある意味では，「出院後，安  

定した職業生活を継続させる」という少年院  

の職業教育の目的達成度を端的に示すものだ  

からである。  

ア 定着率   

前出の表40は，対象者の就職先への定着  

状況を示したもので，定着率は，出院後に就  

職した対象者のうち，調査時点で，就職先に  

おける就労を継続している者の比率によって  

示される。この中には，初回就職後，転職せ  

ずにそのまま就労を続けている「初回定着者  

」と，転職はあるが，調査時点で就労中の「  

最終定着者」が含まれ，この両者を合わせて，  

定着者としている。定着率は，初回定着者の  

40．1パーセソトと最終定着者の19パーセソ  

トを合計して，59．1パーセソトになる。対  

象者の約6割が定着着である。この定着者を  

「成行良好」と判定するとすれば，就職しな  

かった者や就職後離職し，調査時点で無職で  

あった者は，「成行不良」と判定されること  

になる。不就職率は18．7パーセソト，調査  

時点で無職中の最終無職者は20パーセソト  

で，両者合わせて成行不良群は38．7パーセ  

ソトということになる。  

イ 職業補導・訓練の種目別定着率   

表43は，対象者の就職先への定着状況を  

表43 職業補導・訓練種目別就職先定着状況  

補導・訓練種目  定着率  不就業率  実人員   

建  築   78．0％  11．0％   9人   

機  械   73．0   15．0   40   

建設機械   72．0   15．0   52   

自動車整備   70．0   17．0   76   

ブロック建築  69．0   23．0   48   

印  刷   69．0   13．0   16   

縫工・洗濯   65．0   12．0   49   

金属加工   64．0   16．0   157   

木  工   63．0   14．0   236   

電算写植   61．0   29．0   28   

農・園芸   61．0   19．0   708   

溶  接   61．0   14．0   108   

電気工事   58．0   16．0   19   

理  容   55．0   11．0   9   

畜  産   52．0   26．0   27   

窯 業   52．0   17．0   29   

手工芸   50．0   25．0   95   

事  務   50．0   23．0   26   

洋  裁   47．0   26．0   35   

情報処理   46．0   27．0   99   

家政・調理   45．0   32．0   62   

配  管   44．0   22．0   9   

平  均   59．0   19．0  

累計人員  1，937人   

注 縫工・洗濯には訓練種目の「クリーニソグ」   

を含む。   
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対象者が少年院で取得した職業上の免許・  

資格・履修証明の種目と就職先への定着状況  

との関連を示したのが表44である。免許等  

を取得しなかった不取得者の平均定着率は，  

57パーセソトであるが，これを10パーセソト  

ほど上回る高い定着率を示しているのは，ク  

レーソ，フォークリフト，自動車整備及びガ  

ス溶接の4種額で，いずれも特定の職種に結  

びつく種目である。これらに次いで，不取得  

者の平均定着率を6パーセソトはど上回る比  

較的高い定着率を示しているのは，アーク溶  

接，事柄系建設機械，小型車輌系建設機械特  

別教育，危険物取扱者及び大型特殊車運転で，  

いずれも特定の職種に結びつく専門的種目で  

ある。また，不就職者の比率は，免許取得者  

よりも，不取得者の方が大きい傾向がうかが  

われ，免許取得者の中では，パソコソ，珠算  

及びワープロなど，特定の就職業種と結び付  

きにくい，一般的種目の取得者に多くみられる。  

（2）職業補導及び訓練修了者の成行と関連す   

る諸要因   

職業補導及び訓練修了者の職業生活に関連  

する成行については，既に，免許等の取得，  

就職，指導種目と就職業種との関連及び職場  

への定着という4種の指標によって示したと  

ころである。これら4種のうち，少年院の職  

業教育の成果を最も総合的に示す指標は，職  

場への定着である。他の3種の指標は，いず  

れも少年院の職業教育の成果を示すものでは  

あるが，それぞれが示す成果は，総合的とい  

うよりはむしろ部分的である。つまり，他の  

3種の指標が，少年院の職業教育がめざす安  

定した職業生活の継続という目標を達成する  

ための部分的効果であるのに対して，職場へ  

の定着という指標は，完全とはいえない まで  

も，ある程度，この目標達成の状況を示すも  

のといえるからである。したがって，ここで  

は，職業補導及び訓練修了者の成行を判定す  

る指標として，職場への定着状況を選び，こ  

の定着状況と上記成行に影響を及ぼすと考え   

少年院の職業補導・訓練の指導種目別に示し  

たものである。表中の不就業率は，出院後，  

就職したことのない者の比率を示す。前述の  

最終無職者は，この表から除外してある。実  

人員は，職業補導・訓練の種目別受講者の数  

であるが，在院中に1人で複数種目を受講し  

ている者がいるので，その累計人員は，対象  

人員を上回っている。   

この表によれば，定着率が平均を10パー  

セソトほど上回っている種目は，建築を筆頭  

に，機械，建設機械，自動車整備，ブロック  

建築及び印刷の7種で，いずれも特定の就職  

業種に結びつく専門的種目に属するものであ  

る。また，定着率が平均を10パーセソトほ  

ど下回っている種目は，手工芸，事務，洋裁，  

情報処理，家政・調理及び配管工であるが，  

このうち，配管工を除削ぎ，いずれの種目も女  

子の占める比率が高い種目である（表9参照）。   

り 免許等の取得種目別定着率  

表44 免許・資格・履修証明取得種目別就職  

先定着状況  

取得資格等種目  定着率  不就職率  実人員   

クレーソ   100％  0％  10人   

フォークリフト   100   0   13   

自動車整備   83  17   6   

ガス溶接   67  13   337   

アーク溶接   66  12   180   

事柄系建設株械   66  14   56   

小型車繭糸建設機械  65  21   82   

危険物取扱者   63  16   323   

大型特殊   63  16   76   

ワープロ   60  21   121   

電気工事   58  14   7   

珠  算   55  24   298   

簿  記   50  19   16   

パソコソ   50  50   2   

理  容   50  17   6   

販売士   50   0   2   

不取得者   57％  22％  

累計人員  1，535人  
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られる事項との関連を検討する。   

① 職業補導内容の差－Ⅴ課程とG3課程   

矯正教育の一環として行われる少年院の職  

業補導ほ，大別すると三種の内容に分けるこ  

とができる。第一は，職業訓練課程（Ⅴ）以  

外の課程で行われている職業教育で，「在院  

者の特性に応じた職業意識，知識等を高める  

ために行う職業実習，職業情報の提供や職業  

相談」（注5）であり，第二ほ，職業訓練課  

程で行われている職業教育で「職業能力開発  

促進法等の関係法令に基づいて行う職業訓練」  

（注6）であり，第三は，通常，出院間近い  

在院者を対象とする職業教育の応用実習とも  

いうべきもので，「職業指導等の応用実習そ  

の他社会生活への円滑な移行を図る手段とし  

て，院外の事業所等に委嘱して行う院外委嘱  

職業補導」（注7）である。以上で明らかな  

ように，Ⅴ課程とその他の課程では，職業補  

導の内容が異なり，Ⅴ課程では，いわば専門  

的職業人の育成をめざす内容となっているの  

に対し，他の課程でほ，・一般的な職業人の育  

成をめざす内容となっている。以下は，この  

職業補導内容の差が対象者の職業生活の成行  

に影響を及ぼすのか否かを確認する作業であ  

る。なお，Ⅴ課程修了者との比較にG3課程  

修了者を選んだのは，職業補導内容の差以外  

の点では，比較的差異の少ない者という観点  

からである。  

ア Ⅴ・G3別の職場への定着状況   

表45は，職場への定着状況の良否を，Ⅴ・  

G3別に示したものである。なお，Ⅴは男子  

表45 V課程、G3課程別就職先への定着状況  

のみで女子を含まないから，性別の影響を消  

去するため，G3も女子を除き男子のみとし  

て，両群の比較をLてある。この表によれば，  

Ⅴ。G3共に，定着良好者が多く，不良者が  

少ない。良好者の割合は，わずかながらⅤの  

方に多いように見えるが，Ⅴ・G3間に統計  

上有意な差ほない。つまり，対象者の職場へ  

の定着率に関しては，Ⅴ・G3間にあまり影  

響力の差がないということになる。  

表46 V課程及びG3課程修了者の職業補導及  

び職業訓練種目別構成  

指  導   処 遇 課 程  

種  目  Ⅴ   G3   計   

木  工   17人  224人  241人   

建  築   10  10   

ブロック建築  50   50   

機  械  41   41   

金属加工   7   152  159   

溶  接   24   88  112   

自動車整備   9   67   76   

電気工事   19  19   

電算写植  28   28   

印  刷  16   16   

事  務  27   27   

情報処理  99   99   

農。園芸  702  702   

配  管   8  8   

畜  産  28   28   

洋  裁  33   33   

手工芸  92   92   

家政・調理  63   63   

縫工・洗濯   7   44   51   

理  容  9   9   

窯  業  30   30   

建設機械運転  53   53   

そ の他  2   2   

不  明  2   2   

計   101  1，850  1，951   

定着先   処 遇 課 程  

Ⅴ   G3   計   

良  好   65人  535人  600人   

不  良   34   318   352   

計   99   853   952   注1 複数回答による。   

2 縫工・洗濯には訓練種目の「クリーニソ  

グ」を含む。   
注1 不明を除く。   

2 男子のみ。  
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イ Ⅴ。G3別の職業補導・訓練種目   

表46は，職業補導。訓練種目をⅤ・G3  

別に示したものである。これによると，Ⅴ課  

程叉はG3課程だけにそれぞれ設けられてい  

る種目と両課程に共通する種目のあることが  

分かる。また，Ⅴ課程の種目が，専門的職業  

人の育成をめざした内容であることは当然で  

あるとしても，G3課程の種目の中にも，Ⅴ  

課程に比肩する内容を含んだ種目，例えば，  

金属加工，溶接，自動車整備のような種目が  

若干含まれており，注目される。つまり，「近  

年，生活指導課程等の少年院の職業補導が充  

実し，相対的に職業訓練施設の独自性が薄れ  

てきている」（注8）ことの表れであろうか。   

なお，平成5年9月の長期処遇の改善施策  

においては，職業補導種目ごとの内容に重み  

づけの差を設けた改編がなされる予定とのこ  

表47 V課程及びG3課程修了者の免許等取得  

種目別構成人員  

とである。  

ウ Ⅴ。G3別の免許等取得種目   

表47は，職業上の免許等の取得種目をⅤ・  

G3別に示したものである。この表によれば，  

Ⅴ課程修了者が取得した免許等の種目は，す  

べてG3課程修了者も取得しており，逆に，  

G3課程修了者が取得している種目で，Ⅴ課  

程修了者が取得していないものは沢山ある。  

取得種目別にみて職場への定着率の高い種目  

は，クレーソ運転，フォークリフト運転及び  

自動車整備である（表44参照）が，いずれ  

もG3課程修了者が取得している。ここでも，  

G3課程が対象者に職業上の免許等を積極的  

に取得させようと努力していることが，表に  

示された数字からうかがわれ，そのことがG  

3課程の職業補導の充実にもつながり，ひい  

ては，対象者の職場への定着にも影響し，Ⅴ  

課程に劣らぬ成果を上げる要困となっている  

ものと思われる。  

エ Ⅴ。G3別と就職への影響   

表48は，職業上の免許等の取得状況をⅤ・  

G3別に示したものである。Ⅴ課程修了者ほ，  

表48 V課程、G3課程別免許等の取得の有無  

取得免許等  処 遇 課 程  

の 種 額  Ⅴ   G3   計   

アーク溶接   47人  145人  192人   

ガス溶接   64  280  344   

自動車整備  6   6   

電気工事   6   1   7   

殊算   44  257  301   

簿記  17   17   

パソコソ  2   2   

理容  6   6   

危険物取扱者   62  267  329   

ワープロ  121  121   

大型特殊  79   79   

事柄系建設機械  56   56   

小型車繭糸建設機械  82   82   

販売士  2   2   

クレーソ運転  10   10   

フォークリフト  13   13   

その他   6   9   15   

計   229  1，353  1，582   

免許等  処 遇 課 程 別  

の取得  Ⅴ   G3   計   

な   し   0人  243人  243人   
あ   り   101   790   891   

計   101  1，033  1，134   

注1 不明を除く。   

2 男子のみ。   

表49 V課程、G3課程別保護観察中の就職率  

就職の  処 遇 課 程 別  

有無  Ⅴ   G3   計   

あ   り   85人  730人  815人   

な   し   16   147   163   

計   101   877   978   

注1 不明を除く。   

2 男子のみ。   
往 復数回答による。  
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泰弘 処遇課程（V・G3）別と就職への有利  

な影響  

統計上有意な差は認められない。   

表50は，Ⅴ・G3別に，就職への有利な影響  

を示したものである。Ⅴ・G3共に，有利な影  

響「なし」の暑が，「あり」の者に比べて多い  

が，Ⅴに比較して，G3の方に「なし」の者が  

多い。この両者間の差は，統計上有意であり，  

消極的ながら，Ⅴ課程修了者の方が，就職に関  

しては，G3課程修了者よりも有利といえる。  

オ Ⅴ・G3別の初回就職の形態   

表51は，Ⅴ・G3別に初回就職時の形態  

を示したものである。これによれば，初回就  

職の形態が定職であった者は，Ⅴ・G3共に  

多く，その割合は，若干Ⅴの方が高いが，両  

者間に統計上有意な差異は，認められない。  

カ Ⅴ・G3別と少年院入院歴の有無   

少年院入院歴の有無は，非行性の強弱と関  

連のある事項であるが，Ⅴ・G3別に入院歴  

の有無の状況を示したのが表52である。こ  

れによれば，入院歴「なし」の者は，Ⅴ・G3  

共に，「あり」の者よりも多いが，Ⅴに比較し  

てG3の方に入院前歴のない暑が多い。両者  

間の差異は，統計的に有意であり，入院前歴か  

らみた非行性という観点では，ⅤよりもG3  

の方に質のよい者が多い，ということになる。   

② 仮退院時に残されていた問題点   

仮退院の時点で，対象者に残されていた問  

題点として，「暴力団との接触」，「薬物の濫用」，  

「無職徒遊生活」，「保護環境上の不安」，「職  

場の人間関係の不安」及び「その他」を挙げ，  

それぞれの有無別分布と職場への定着状況と  

の関連を調べた結果，統計上有意な関連が認  

められたのは，次の3つの問題点である。  

ア 無職徒遊生活のおそれと定着状況   

表53は，仮退院時，対象者に残されてい  

た問題点「無職徒遊生活」のおそれの有無と  

出院後の職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，「無職徒遊生活」  

のおそれ「なし」の者は，職場への定着状況  

の良好者に多く，「あり」の者は，定着状況  

の不良者に多いことが明らかである。   

指導の  処 遇 課 程  

有利性  Ⅴ   G3   計   

あ   り   34   198   232   

な   し   43   552   595   

計   77   750   827   

注1 不明を除く。   

2 出院後初回就職時   

3 男子のみ。  

X2＝10．04  

P＜0．005  

表51処遇課程（V・G3）別と初回就職の形態  

就職  処 遇 課 程  

形態  Ⅴ   G3   計   

定  職   59人  483人  542人   

暫．定   23   233   256   

計   82   716   798   

注1 不明を除く。   

2 男子のみ。  

表52 処遇課程（V・G3）別少年院入院歴の  

有無  

処 遇 課 程  

入 院 歴  
Ⅴ   G3   計   

な   し   54人  624人  678人   

あ   り   47   246   293   

計   101   870   971   

注1 不明を除く。   

2 男子のみ。  

X2＝13．46  

P＜0．001  

全員何らかの免許等を取得しているが，G3  

課程修了者では，4分の1近くの暑が不取得  

者となっている。   

表49は，出院後の就職率をⅤ・G3別に  

示したものである。Ⅴ・G3共に就職者は8  

割を超えて高く，両者間に，就職率に関して  
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表56 就職先への定着状況と保護観察中の  

不良交友の有無別  

表53 就職先への定着状況と仮退院時に残さ  

れていた問題点（無職徒遜生活のおそれ）  

定 着 状 況  

問 題 点  
良好   不良   計   

な   し   353人  174人  527人   

あ   り   321   266   587   

計   674   440  1，114   

不 良  定 着 状 況  

交 友        良■好  不 良   計   

あ   り   252   244   496   

な   し   403   119   522   

計   655   363  1，018   

注 不明を除く。  

X2＝76．09  

P＜0．001  

表57 就職先への定着状況と保護観察中の  

生活態度の良否別  

注 不明を除く。  

ズ2＝17．06  

P＜0．001  

表別 就職先への定着状況と仮退院時に残さ  

九ていた問題点（保護環境上の不安）  

保護環境  定 着 状 況  

上の不安        良 好  不 良   計   

な   し   357   192   549   

あ   り   318   248   566   

計   675   440  1，115   

生 活  定 着 状 況  

態 度        良 好  不 良   計   

ふつう・良好   641   212   853   

不  良   25   198   223   

計   666   410  1，076   

注 不明を除く。   

ズ2＝293．70  

P＜0．001  

老に多いことが分かる。  

り 職場の人間関係の不安と定着状況   

表55は，仮退院時，対象者に残されてい  

た問題点「職場の人間関係の不安」の有無と  

出院後の職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，「職場の人間関  

係の不安」が「なし」の者は，職場への定着  

状況の良好者にも，不良者にも多いが，その  

割合は，不良者に比べて，良好者の方に多い。  

（勤 保護観察の状況  

ア 対象者の生活態度と定着状況   

表56は，保護観察中の対象者の不良交友  

の状況と職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，定着状況の良好  

者には，不良交友「なし」の者が多く，不良  

老には，不良交友「あり」の者が多い。統計  

的検定の結果，定着状況の良否と不良交友の  

有無との間には，有意な関連があるといえる。   

注 不明を除く。  

z2＝8．75  

P＜0．005  

表55 就職先への定着状況と仮退院時に残さ  

れていた問題点（職場の人間関係の不安）  

人間関係  定 着 状 況  

の不安        良 好  不 良   計   

な   し   517   309   826   

あ   り   157   132   289   

計   674   441  1，115   

注 不明を除く。   

z2＝5．77  

P＜0．02  

イ 保護環境上の不安と定着状況   

表54は，仮退院時，対象者に残されてい  

た問題点「保護環境上の不安」の有無と出院  

後の職場への定着状況との関連を示したもの  

である。これによれば，「保護環境上の不安」  

が「なし」の老は，職場への定着状況の良好  

者に多く，「あり」の者は，定着状況の不良  
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表粥 就職先への定着状況と保護観察の  

A・B分類  

な者が多い。両者の関連は，統計的検定の結  

果，有意であり，対象者については，日常の  

生活態度の良否が職業生活上の適応状況と密  

接に結びついていることが分かる。  

イ 保護観察のA・B分類と定着状況   

表58は，保護観察におけるA・B分類と  

対象者の職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，処遇上の問題が  

あるA分類の者については，定着状況の良好  

者と不良者がほぼ同じ割合で分布しているが，  

処遇上の問題が少ないB群の老については，  

定着状況良好者の方が不良者よりも明らかに  

多く，その差は，統計上有意である。  

り 仮退院時に残された問題点と保護観  

察における類型別処遇   

表59は，仮退院時，対象者に残された問  

題点「暴力団との接触」の有無と保護観察に  

おける類型別処遇「暴力組織」への編入の有  

無との関連を示したものである。これによれ  

ば，額塑別処遇「暴力組織」に編入された者  

には，「暴力団との接触」のおそれのある者  

が多く，編入されなかった者には，「暴力団  

との接触」のおそれのない老が多い。   

表60は，仮退院時に残された問題点「薬  

物濫用」の有無と類型別処遇「シソナー」へ  

の編入の有無との関連を示したものである。  

これによれば，「薬物濫用」のおそれのある  

者は，類型別処遇「シソナー」に編入された  

者が多く，そのおそれのない者は，「シソナー」  

に編入されなかった者の多いことが分かる。   

表59及び60の分布にほ，いずれも統計上  

有意な差異が認められ，暴力団と薬物濫用の  

問題に関しては，仮退院時に残された問題点  

は，保護観察の額塾別処遇において的確に受  

け継がれており，少年院処遇と保護観察との  

一貫性が保たれていることを示している。   

④ 対象者の性別及び少年院入院歴の有無  

ア 対象者の性別と定着状況   

表61ほ，対象者の性別に，職場への定着  

状況を示したものである。これによれば，男   

分  額   定 着 状 況  

良 好  不 良   計   

A   168   162   330   

B   484   266   750   

計   652   428  1，080   

注 不明を除く。  

ズ2＝17．21  

P＜0．001  

表59 仮退院時の問題点（暴力団との接触）と  

保護観察類型別処遇（暴力組織）への編入  

問  題  点  

暴力組織         暴力団との接触の恐れ  

な し  あ り   計   

非 編 入   841   177  1，018   

編  入   45   78   123   

計   886   255  1，141   

注 不明を除く。  

x2＝131．32  

P＜0．001  

表60 仮退院時の問題点（薬物濫用）と保護  

観察類型別処遇（シンナー）への掃入  

問  題  点  

シ ソ ナ ー         薬 物 濫 用 の 恐 れ  

な し  あ り   計   

非 編 入   448   117   565   

編  入   279   298   577   

計   727   415  1，142   

注 不明を除く。   

Z2＝116．77  

P＜0．001  

表57は，保護観察中の対象者の生活態度  

の良否と職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，生活態度が「普  

通及び良好」な者には，定着状況の良好な者  

が多く，「不良」な者には，定着状況の不良  
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表64 就職先への定着状況と仮退院時就職予  

定の有無  

表61性別と就職先への定着状況  

性 別   定 着 状 況  

良 好  不 良   計   

男  子   607   357   964   

女  子   71   87   158   

計   678   444  1，122   

就 職  定 着 状 況  

予 定        良■ 好  不 良   計   

あ   り   465   252   717   

な   し   189   171   360   

計   654   423  1，077   注 不明を除く。  

z2＝17．70  

P＜0．001  

表62 性別と職業上の免許・資格・履修証明  

取得の有無別  

注 不明を除く。  

X2ニ14．82  

P＜0．001  

表65 就職先への定着状況と出院後の居住状況  

取得の  性  別  

有無  男 子  女 子   計   

な   し   221   23   244   

あ   り   766   136   902   

計   987   159  1，146   

定 着 状 況  

居 住 状 況  

良 好  不 良  計   

家族同居・職場住込  588  251  839   

そ  の  他  84  186  270   
計   672  437  1，109   

注 不明を除く。  

ズ2＝4．67  

P＜0．05  

表63 少年院入院歴の有無と就職先への定着  

注 不明を除く。   

ズ2＝128．30  

P＜0．001  

率の高い建設関連や製造業関係中心であるの  

に対し，女子の取得種目は，珠算，ワープロ  

及び簿記に偏している。  

イ 少年院入院歴の有無と定着状況   

表63は，対象者について，少年院入院歴  

の有無と職場への定着状況との関連を示した  

ものである。これによれば，入院歴のない者  

には，定着状況の良好な老が多く，入院歴の  

ある老にほ，定着状況の不良な者が多いこと  

を示しており，入院歴の有無，つまり非行性  

の進度と職場への定着状況との間に関連があ  

ることが分かる。   

⑤ 仮退院時における就職予定の有無   

表64は，対象者の仮退院時における就職  

予定の有無と職場への定着状況との関連を示  

したものである。これによれば，就職予定の  

有無にかかわらず，定着状況の良好者が不良  

者よりも多い傾向を示しているが，良好者の  

割合は，就職予定の「ある」老の方が，「な   

状況  定 着 状 況  

入院歴        良 好  不 良   計   

な   し   483   227   710   

あ   り   187   214   401   

計   670   441  1，111   

注 不明を除く。   

X2＝48．11  

P＜0．001  

子には，定着状況の良好な者が多く，女子に  

は，それの不良な老が多くなっており，性別  

と職場への定着状況との間には，統計上有意  

な関連が認められる。   

表62は，性別と職業上の免許等の取得率  

との関連を示したものである。これによれば，  

男女共に取得率は高いが，男子に比べて女子  

の取得率の方が高くなっている。ただし，表  

17で示したように，男子の取得種目が就職  
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中学卒業生よりは低く，少年院在院者の入院  

前の状況よりは高いことが分かる。一般の中  

学卒業生との比較では，非行の有無による差  

が，少年院在院者の入院前との比較では，少  

年院における職業教育の有無による差が出た  

のではないか，と考えられる。後者の比較の  

場合，対象者は同一でないが，入院前と出院  

後で，職場への定着率の差が大きく，出院後  

の定着率が高いとすれば，それは，少年院に  

おける教育の効果と推定することができる。   

しかし，この調査結果で得られた対象者の  

職場への定着水準は，一般の中学卒業者の定  

着水準と比較すれば，未だ満足すべき水準と  

はいえず，今後，一般の水準に近付けていく  

努力が必要と思われる。  

イ 職業訓練課程（Ⅴ）修了者と生活指導  

課程（G3）修了者との定着状況の比較   

職業訓練に重点を置くⅤ課程と生活指導に  

重点を置くG3課程との比較では，それぞれ  

の課程修了者の職業生活の成行は，前者の方  

が良好と予想されたが，調査結果は，職場へ  

の定着状況に関して，前者に良好者が多い傾  

向はあるものの，両者間に，統計上有意な差  

は認められなかった。   

この理由として考えられることは，次の2  

点である。第1は，Ⅴ課程の対象者とG3課  

程の対象者の間に，質的な差異が少なく，等  

質性があるのではないか，ということである。  

両者の非行性の程度を少年院入院前歴の有無  

で比較した結果（表52参照）では，予想に  

反して，Ⅴ課程修了者の方に少年院入院前歴  

のある者が多かった。つまり，対象者選定上  

の問題，本来は職業教育に重点を置くⅤ課程  

の対象者には非行性の程度が進んでいない者  

がふさわしいと考えられるが，調査結果では  

その道の結果となっていることが，折角の職  

業訓練の効果を減殺しているのではないか，  

と考えられることである。第2は，両課程に  

おける職業教育の水準が接近しているのでは  

ないか，ということである。これは，Ⅴ課程   

い」者よりも大きい。   

⑥ 出院後の居住状況   

表65は，出院後の居住状況と職場への定  

着状況との関連を示したものである。これに  

よれば，「家族と同居」や「職場住込」の居  

住形態をとる者の方には定着状況の良好な者  

が多く，「その他」の居住形態をとる者の方  

には，定着状況の不良な者が多い。これは，  

「家族と同居」や「職場住込」の居住形態の  

者には，保護者や雇主。上司等の成人による  

行動規制力が及びやすいのに対し，「その他」  

の居住形態の者には，そのような行動規制力  

が作用しにくいという事情によるものと考え  

られる。いずれにしろ，対象者の出院後の居住  

形態，つまり保護環境の良否も職場への定着  

状況に影響を及ぼす要因になることが分かった。   

⑦ その他の諸要因   

以上のはか，調査資料としては提示できな  

いが，社会の景気動向や産業構造・職業構造  

を変化させる社会変動等のマクロな要因が，  

少年院の職業補導。訓練修了者の成行に大き  

な影響を及ぼすことも想定される。   

4 考察   

（1）職業訓練修了者等の成行について   

① 職場への定着状況  

ア 対象者全体の定着状況   

対象者全体についてみると，職場への定着  

者は，4割が初回就職先にそのまま定着して  

いる者，2割弱が初回就職先を離職転職し，  

転職先に定着している者で，合計約6割弱と  

なっている。不定着者は，不就職者が2割弱，  

転職後無職者が2割弱の合計4割弱である。  

（以上表40参照）   

ちなみに，これらの数字を，一般の中学卒  

業生や少年院在院者の入院前の職場定着率と  

比較してみると，1年後の定着率は，中学卒  

業者の場合83．6パーセソト（注9），少年  

院在院者の入院前の場合8．4～14．3パーセソ  

ト（注10）で，対象者の定着率は，一般の  
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オ 就職業種と定着状況   

表66は，初回就職の業種別に，その就職  

先への定着状況を示したものである。定着率  

は，業種によって異なり，運輸関係，事務関  

係及び建築関係において，比較的高くなって  

いる。逆に，定着率が低いのは，接客業関係  

である。これらの情報は，進路指導や指導種  

目の選定の際などに参考となろう。  

表66 初回就職業種別初回就職先定着率  

の職業教育の水準が低下しているということ  

よりは，むしろ，最近のG3課程における職  

業補導水準の充実強化によるものと考えられ  

る。事実，職業生活に有利と考えられる職業  

上の免許・資格・履修証明の取得指導に関し  

ては，Ⅴ課程に劣らず，G3課程でも積極的  

に行われ，その取得者数も対象者の4分の3  

以上と多く，その種頼も専門的なものが多く  

含まれるなど（表47及び48参照），最近の  

G3課程における職業補導の充実ぶりにはめ  

ざましいものがある。こうした職業補導の充  

実強化が，G3課程修了者の成行を，Ⅴ課程  

修了者のそれに接近させるという好結果をも  

たらしたのではないか，ということである。  

り 職業補導・訓練種目と定着状況   

指導種目によって定着率に大きな差があり，  

比較的定着率の高い種目は，建築，機械，建  

設磯械，自動車整備，ブロック建築及び印刷  

で，いずれも特定の就職業種に結びつく専門  

的な種目である（表43参照）。定着率の低  

い種目については，その理由を検討し，指導  

種目整備の際の参考とすべきであろう。  

エ 取得免許等の種目と定着状況   

取得した免許等の種目によっても，定着率  

に差があり，定着率の高い種目は，クレーソ，  

フォークリフト，自動車整備，ガス溶接等で，  

いずれも特定の就職業種に結びつく専門的な  

免許・資格等である。逆に，定着率の低い種  

目は，珠算，簿記，パソコソなど，特定の就  

職業種とは結びつき難い一般的な免許。資格  

等である（表44参照）。折角苦労して取得  

した免許等が就職先で活用できるのか否か，  

その辺の事情も微妙に定着率に影響を及ぼし  

ている可能性がある。いずれにせよ，取得し  

た免許等が活用されぬまま死蔵されることの  

ないよう，免許等の指導種目の選定に当たっ  

ては，慎重な検討が必要である。特に定着率  

の低い免許等の種目については，その理由を  

究明し，必要な改善措置を執るなり，種目の  

変更を行うなどの配慮が必要であろう。  

定 着 状 況  

業  種  
定着者  定着率  人員計   

運輸関係   35人   57％   62人   

事務関係   10   56   18   

建築関係  187   54   349   

工  員  107   48   224   

理・美容   5   46   11   

調  理   15   44   34   

販売店員   34   40   85   

農林漁業   2   40   5   

接 客 業   22   38   58   

そ の 他   41   53   78   

計   458  924   

注 不明を除く。  

② 職場定着の諸要因  

ア 性別と定着状況   

男子に比較して，女子には定着状況の不良  

者が多い（表61参照）。この現象は，非行  

少年にみられる特有な現象ではなく，一般の  

若年労働者においても認められる現象で，女  

子の場合，生活中に占める職業の比重が男子  

と比較して小さいことが，その理由とされて  

いる（注11）。  

イ 少年院入院歴と定着状況   

少年院入院歴の有無別に，職場への定着状  

況をみると入院歴なしの者には，定着状況の  

良好暑が多く，入院前歴のある者には，定着  

状況の不良者が多い（表63参照）。一般に，  

少年院入院前歴のある者は，ない者に比較し  

て，非行の進んでいる者が多く，入院前歴の   
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有無は，非行性の程度を示す指標の一つと考  

えられている。したがって，上記の調査結果  

は，定着状況は非行性の程度と関連があり，  

非行性の進んでいる者には定着状況の不良老  

が多いことを示唆したもの，といえる。  

り 仮退院時に残された問題点と定着状況   

仮退院時に残された問題点のうち，定着状  

況との関連が認められたのは，「無職徒遊生  

活のおそれ」，「保護環境上の不安」及び  

「職場の人間関係の不安」の3点である。い  

ずれの場合も，問題点ありの者に定着状況の  

不良老が多く，これらの問題が対象者の定着  

状況に影響を及ぼしていたことを示している。   

「無職徒遊生活のおそれ」は，定着状況の  

不良を予想した指摘であり，予想の的確さを  

物語るものである。   

「保護環境上の不安」は，出院後の対象者  

の生活条件の不安定性を予想した指摘であり，  

生活条件の不安定性が職業生活に悪影響を及  

ぼしたものと考えられる。   

「職場の人間関係の不安」は，非行少年の  

離職理由の一つとして上位を占めるものであ  

り（注12），職場不適応の一因となり得る  

ものである。理想的にいえば，これらの問題  

点が出院時に解決されていることが望ましい  

のであるが，仮退院の趣旨からこうした問題  

点が一部残されたまま保護観察に引き継がれ  

ることも少なくない。以上のことは，対象者  

を職業生活に定着させるためには，単に，職  

業上の知識，技術，免許，資格等を習得させ  

るだけでなく，職業意識の確立，社会性の発  

達及び保護環境の改善という側面にも配慮す  

る必要のあることを示唆している。  

エ 出院時における就職予定の有無と定  

着状況   

仮退院時に既に就職予定のあった者ほ，そ  

れのなかった者に比較して，定着状況の良好  

者が多い（表64参照）。仮退院時に就職予  

定のある者は，出院後の具体的な生活設計が  

準備されていた者と考えられ，こうした事前  

の準備の有無が職場への定着状況に影響を及  

ぼしたのであろう。また，就職予定があると  

いうことは，周囲の成人が当人の更生を積極  

的に支援する姿勢にあることを示唆し，ある  

意味で保護環境に恵まれていることを意味す  

るものであろう。  

オ 保護観察中の生活状況と定着状況   

保護観察中の生活状況の中で，定着状況と  

関連が認められたのは，「不良交友」の有無，  

「生活態度」の良否及び「居住状況」の三事  

項である。「不良交友」のない者には，定着  

状況の良好老が多い（表56参照）。不良交  

友は，本人の改善意欲の乏しさあるいは保護  

環境の不良を推測させる行為であり，職業生  

活への定着を妨げる要因として作用すること  

は十分考えられる。   

保護観察中の「生活態度」が「普通・良好」  

な者には，定着状況良好者が多く，「不良」な  

老には，それの不良老が多い（表57参照）。  

保護観察中の「生活態度」の良否が，そのま  

ま職業生活の良否に移行することは，自然な  

成行であり，生活態度の良否と定着状況の良  

否が関連していることは，いわば理の当然と  

いえる。不良交友の有無にしても，生活態度  

の良否にしても，職場への定着状況の良否と  

関連していることは，定着状況への影響が常  

に少年院における職業教育の成果だけでなく，  

実は生活指導の成果とも関連があることを物  

語っている。   

出院後の居住状況が「家族と同居・職場住  

込」の老には定着状況の良好者が多く，その  

他の形態の居住者には定着状況の不良者が多  

い（表65参照）。これは，保護者や職場の  

雇主叉は上司といった成人の行動規制が及び  

易い居住環境にいるか否かということが，定  

着状況の良否と関連する要因になっているも  

のと考えられる。つまり，職場への定着とい  

う事象には，職業教育の効果や生活指導の効  

果のほか，生活環境の適否のような要因も影  

響を及ぼしていることがうかがわれる。   
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年院出院老に限らず，職業教育を専門に受け  

た専修学校卒業生についても，程度の差こそ  

あれ，同様に生じている現象（注4参照）で  

ある。しかし，指導関連種目への就職者が多  

いことは，その指導種目が有効に機能してい  

ることを意味するから，関連種目への就職者  

が少ない補導・訓練種目については，できる  

だけ関連種目への就職者を増加させるよう，  

改善策を講じることが必要であろう。なお，  

少年院の指導種目の中には，農耕科のように  

必ずしも関連種目への就職を目的としない種  

目もあるが，それらに関しては，別な観点か  

ら，職業補導種目としての有効性を検討する  

必要があろう。  

イ 職業補導・訓練種目と職場への定着   

職場への定着率は，職業補導。訓練の種目  

によって異なり，建築の78パーセソトから  

配管の44パーセソトに至るまで，多様に分  

布している（表43参照）。同様な傾向は，免  

許等の取得種目と職場への定着率との関連  

（表44参照）においてもみられ，こちらで  

は，クレーソやフォークリフトの100パーセ  

ソトから販売士の50パーセソトまでの範囲  

で多様に分布している。いずれの場合におい  

ても，定着率の高い種目は，問題ないとして  

も，定着率の低い種目については，職業教育  

種目としての有効性を問われることになるの  

で，定着率の低い理由を解明し，可能であれ  

ば定着率を高めるための改善策を講じる必要  

があろう。また，場合によっては，より有効  

な種目への変更も検討すべきであろう。   

② 職業補導。訓練種目の選定条件  

ア 矯正保護の理念との整合性   

少年院における職業補導・訓練の種目選定  

に際してほ，単なる職業教育の観点からだけ  

でなく，職業補導・訓練が矯正教育の一環と  

して実施されることを考慮し，対象者の改善  

更生に資するという観点を踏まえた選定をす  

る必要がある。したがって，就職率が高いと  

か，指導関連種目への就職者が多いなど，職   

カ 保護観察と定着状況   

保護観察のA・B分頼と定着状況との関連  

では，A分類の者（処遇困難者）よりもB分  

額の者（A以外の者）に，定着状況良好暑が  

多かった（表58参照）。このことは，保護  

観察におけるA・B分額が，かなりの予測力  

をもって，的確に行われていることを示すと  

同時に，職場への定着状況の良否が，対象者  

の成行の良否を示す指標として有効であるこ  

とをも示している。   

また，保護観察では，少年院処遇で残され  

た問題点を継承し，一貫した処遇を実施する  

ことによって，保護処分の効果を高めている。  

例えば，仮退院時，対象者に残されていた問  

題点，「暴力団との接触」のおそれのある若  

や「薬物（シソナー）濫用」のおそれのある  

者は，それぞれ保護観察における額型別処遇  

の「暴力組織」グループや「シソナー」グルー  

プに編入され（表59及び表60参照），少年  

院処遇と保護観察の連携による一貫した処遇  

が実施されている。このような両者の連携に  

よる処遇の継承が，対象者の問題点解消に役  

立ち，ひいては，対象者の成行に好影響を及  

ぼすものと考えられる。  

（2）職業補導種目の適正な選定について  

（∋ 職業補導種目としての有効性  

ア 指導関連種目への就職   

職業教育を受けた種目の関連業種に就職す  

ることは，指導目的の達成につながり，対象  

者にとっては学習成果を職業生活に活用でき  

る利点があるから，望ましいことである。今  

回の調査結果（表42参照）によれば，補導・  

訓練種目別構成人員と就職業種別構成人員の  

間には大きなズレが生じており，指導を受け  

た種目と関連のない業種に就職している者が  

少なくない状況を示している。この傾向ほ，  

免許等の取得種目別構成人員と就職業種別構  

成人員の間にも認められ，取得した免許等が  

必ずしも有効に活用されていない状況を示唆  

している。もっとも，このような問題は，少  
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業教育の観点から有効性が認められる種目が  

あったとしても，もし，それに矯正教育や保  

護観察の理念と整合しない点があれば，その  

種目は，職業補導・訓練種目として，適切と  

はいいがたい。  

イ 指導体制の整備状況   

職業補導・訓練種目として，いかに有効な  

種目があるとしても，それを実施するための  

指導体制が整っていなければ，その種目の有  

効性を発揮させることばできない。指導体制  

とほ，専門的な指導能力，指導資格及び指導  

経験を有する職員の存在，指導に必要な施設・  

設備の整備，指導計画及び指導組織等である。  

つまり，指導体制の整備状況が種目選定の制  

約条件となる。逆にいえば，指導体制を整備  

することによって，種目選定の選択肢を拡大  

することが可能となる。  

り 在院者の資質等   

職業補導・訓練種目の選定に際しては，在  

院者の職業適性，能力，進路希望等を考慮す  

る必要がある。対象者の資質等に適合しない  

種目を選定しても，成果を期待できないから  

である。現行の職業補導・訓練種目の多くは，  

長年にわたる実施経験から，おおむれ この  

条件に適合しているが，新規種目の導入に際  

しては，この条件に着目した検討が必要である。  

エ 労働需要の動向等   

職業補導。訓練種目の選定に際しては，労  

働需要の動向等にも配慮する必要がある。折  

角職業教育を十分に行っても，修得した種目  

に関連する業種の労働需要が低下していれば  

就職が困難になるからである。労働需要は，  

経済変動や景気動向によって変化するが，そ  

の変化には，産業構造や職業構造の変動に伴  

う長期的，継続的なものもあれば，景気の変  

化に伴う短期的，一時的なものもある。種目  

の選定に際して留意すべき労働需要の変化は，  

長期的，継続的なものである。衰退する業種  

に関連した指導種目にいつまでもこだわるべ  

きではないし，興隆する業種に関連した指導  

種目の導入には積極的な姿勢が必要である。  

（3）まとめ   

① 職業訓練修了者等の成行について   

初回就職先への定着率4割，離転職後の定  

着老約2割という成行結果は，少年院在院老  

の入院前の定着率の水準を大きく上回ってい  

るので，職業補導・訓練の成果があったと認  

められる。しかし，一般の中学卒業生の定着  

率の水準を大きく下回っているので，定着率  

を一般の水準に近付けるよう，なお，改善努  

力が必要である。   

また，職業訓練課程（Ⅴ）修了者と生活指  

導課程（G3）修了者の間に，成行に関して  

差が認められず，ⅤとG3の差が不明確であっ  

た。G3における職業補導の充実によるもの  

と思われるが，職業訓練に重点を置く専門課  

程としてのⅤの一層の充実強化が望まれる。  

充実強化に際しては，特に，対象者及び種目  

の選定についての再検討が必要と思われる。   

② 種目の適切な選定について   

現行の職業補導・訓練種目については，成  

行結果が必ずしも良好でない種目が若干認め  

られたので，今後，成行不良の理由の究明及  

びその結果に基づく改善策の検討が必要と思  

われる。なお，現行の職業補導・訓練種目の  

運用上，検討を要すると思われる事項は，以  

下の2点である。   

第1点は，特定の業種への就職を予定する  

建築，機械，自動車整備等の専門的指導種目  

と，就職業種を特定しない農耕，園芸，畜産，  

事務のような一般的指導種目における指導の  

重点の差異を明確にすべきでないか，という  

ことである。   

第2点は，女子の構成比が高い指導種目で  

ある手工芸，洋裁及び家政・調理について，  

それらの職業補導種目としての適否を検討す  

る必要があるのではないか，ということであ  

る。これらの種目は，成行結果も良好ではな  

く，若年女子労働に対する需要動向からみて  

も，職業補導種目としての適格性に疑問が残る。   
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注2 日本の労働政策 平成5年版 労働省編 労  

働基準調査会 P．306  

注3 注1と同じ  

注4 注1と同じ  

注5 犯罪自書 平成5年版 法務省法務総合研究  

所 P．125  

注6 注5と同じ  

注7 注5と同じ  

注8 斉藤峰，山本貴祐 「浪速少年院職業訓練の  

活性化について」 矯正教育研究 36巻 日  

本矯正教育学会 P．25  

注9 職務調査研究報告書 No72 「青年期の職業  

経歴と職業意識一若年労働者の職業適応に関す  

る追跡研究総合報告書 P．133  

注10 青田幸夫ほか4名「無職少年の職業意識に  

ついて－BGl級施設における職業補導の一考  

察－」  

矯正教育研究 36巻 日本矯正教育学会  

P．18 表8参照  

谷村輝雄ほか4名 「少年院在院者の職業意  

識」 矯正教育研究 36巻 日本矯正教育学  

会 P．23 4表参照  

注11昭和45』年度東京都青少年問題調査報告書  

「勤労青少年の職場移動」 東京都P．42  

注12 注10 矯正教育研究 36巻 P．18 9蓑及  

びP．22 3表参照   
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むすび  

この報告をまとめながら，調査計画，調査  

結果の集計及び整理に関して，いろいろと反  

省すべき点の多いことに気づいた。反省点の  

うち主なものを挙げれば，まず，多くの貴重  

な情報を入手しながら，それらを十分に活用  

しきれず，概略的な分析にとどまったこと，  

次に，対象者からの直接情報を欠いていたた  

め，指導種目や取得免許等に対する対象者の  

評価や受けとめ方が明らかでなく，十分に分  

析を深めることができなかったこと及び対象  

者の職場への定着状況を確認するための追跡  

期間が1年3ケ月以内と短期間にとどまった  

ことである。   

種々の反省点はあるものの，今回の調査実  

施は，以下の諸点からみて，まことに意義深  

い面もあった。まず，これまで少年院の職業  

補導や職業訓練に関する研究は，数多くなさ  

れているが，施設規模にとどまる研究が大部  

分で，そのため，個々の施設の状況は知り得  

ても，全国的な状況を把握することは，統計  

資料に頼る以外は困難であった。それだけに，  

この調査において全国規模の資料収集ができ  

たことは，職業補導・訓練の研究にとって，  

有意義なことであった。更に，少年院関係の  

資料だけでなく，保護観察関係の資料をも併  

せて収集できたことも，幸運であった。   

ここに，本報告をまとめることができたの  

は，ひとえに，この調査の実施に御協力いた  

だいた保護関係機関及び矯正関係機関の皆様  

の御協力の賜であることを銘記し，心から感  

謝の意を表する次第である。   
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ている。  
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